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1　問題の所在

　2011年3月11日14時46分に発生した東北地方太平
洋沖地震は、日本の観測史上最大のマグニチュード9.0
を記録した。この地震により、最大約40mにものぼる
大津波が発生し、東北地方の太平洋沿岸部に壊滅的な
被害をもたらした。津波の他にも、地震の揺れそのも
のや液状化現象、地盤沈下、ダムの決壊などによって、
広大な範囲に被害が発生した。被害状況は、震災によ
る死者・行方不明者は2012年7月18日現在で18,773人

にのぼった。
　私たちが住むこの日本列島そのものは、ユーラシアプ
レートと北米プレートの上に乗っている。これらは太平
洋プレートにより東側から押され、フィリピン海プレー
トにより南側から押されている。そして、太平洋プレー
トとフィリピン海プレートは海溝やトラフをつくって潜
り込み、日本列島は3つのプレートが1か所で接する三重
点を2つもっているという、極めて複雑な構造を示してい
る。日本列島に住む私たちにとっては知っておかなけれ
ばならない自然事象に対する知識と知恵が必要である。
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要　　　　　約

　平成20年度版学習指導要領における教育内容の主な改善事項の一つとして、「体験活動の充実」が掲げ
られ、発達の段階に応じ、自然体験活動などを推進していくことが強調されている。さらに、地震や津波
などの自然災害の多い日本列島に生活する子どもたちには、幼児教育段階、小学校教育段階、中学校教育
段階へと自然事象の驚異と防災について、学校外での自然体験活動を通して順次計画的に育んでいくこと
が、命を守る上で重要である。
　本論文は、東京都公立中学校における、①自然事象と理科指導に対する教師の意識の実態、②野外自然
体験学習の実施状況、③野外自然体験学習の実施内容の調査結果に基づき、現状と課題を明らかにした。
その上で、中学校教育における野外自然体験学習の一層の推進を図り、中学校理科カリキュラムの発展に
向けて、学校、教育委員会、大学が今後とも取り組まなければならないことについて提言を行った。加え
て、カリキュラムマネジメントの方法を生かし、野外自然体験学習のさらなる推進を図るための方法につ
いて議論を行った。
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プレートの仕組み、プレート運動によって引き起こされ
る地震・津波・火山活動などを小学生の段階から理論と
ともに野外自然体験学習の中から体験的にしっかりと学
ばせておくことが、命を守ることに大きく繋がっていく
のである。確かな理科教育と防災教育との両立こそが、
今、中学校教育に必要不可欠なことと断言できる。
　ところで、2012年4月より、中学校においては、平
成20年度版学習指導要領1）に基づいた新しいカリキュ
ラムでの学習がはじまっている。本学習指導要領にお
ける教育内容の主な改善事項の一つとして、「体験活
動の充実」が掲げられ、発達の段階に応じ、自然体験
活動などを推進していくことが強調されている。さら
に、地震や津波などの自然災害の多い日本列島に生活
する子どもたちには、幼児教育段階、小学校教育段階、
中学校教育段階へと自然事象の驚異と防災について、
学校外での自然体験活動（以下、「野外自然体験学習」
と記す。）を通して順次計画的に育んでいくことが、命
を守る上で重要である。
　そのため、筆者は、我が国の保育所、幼稚園、小学
校、中学校教育における野外自然体験学習の実態、並
びに教師や保育士の自然事象（理科）の指導に対する
意識と指導力の実態を調査し、課題を明らかにした上
で、野外自然体験学習を推進する方策を見出すことを
目的に研究を進めている。既に保育所と幼稚園、並び
に小学校に関しては、調査結果の一部を公表した2）3）。
　本論では、東京都公立中学校における、①．自然事象
と理科指導に対する教師の意識の実態、②．野外自然体
験学習の実施状況、③．野外自然体験学習の実施内容の
調査結果に基づき、現状と課題を明らかにする。その上
で、中学校教育における野外自然体験学習の推進に向け
た課題改善の方向性を踏まえ中学校理科カリキュラム
の発展に向けて、学校、教育委員会、大学が今後とも取
り組まなければならないことについて提言を行う。

2　実態調査及び回答いただいた中学校の概要

（1）実態調査の概要
①　調査方法；郵送による質問紙法で実施した。
②　調査時期；2011年11月
③　調査対象；東京都公立中学校200校［区部公立中
　学校（以下「区部」と記す）100校、市部公立中学
　校（以下「市部」と記す）100校］を対象に調査を
　実施した。また、実態調査の回収状況を表1に示す。

表1　実態調査の回収状況

地　域 調査校数 回収校数 回収率（％）

区　部 100 56 56.0

市　部 100 40 40.0

総　合 200 96 48.0

（2）回答いただいた中学校の教師の概要
　回答を寄せていただいた中学校における、教師の平
均年齢、教師としての平均経験年数を表2にまとめた。
その結果、東京都（区部、市部）の公立中学校には大
きな違いがなく、地域における比較をする上で支障の
ないことが確認できた。

表2　回答いただいた中学校の教師の概要

地　域 平均年齢 教師としての平均経験年数

区　部 43.7 17.3

市　部 40.5 16.1

3　�教師の自然事象と理科指導に対する意識の
実態

（1）自然事象そのものに対する意識
　中学校理科担当教師は自然事象そのものに対してど
のように思っているのか確認をするために、質問1と
して、「先生は自然事象そのものに対してどのように
思われていますか。」と質問した。回答結果を表3に示
す。

表3　中学校理科担当教師の自然事象に対する意識（％）

地域 とても好き 好き どちらでもない 嫌い とても嫌い

区部 53.6 46.4 0 0 0

市部 45.0 52.5 2.5 0 0

総合 50.0 49.0 1.0 0 0

　その結果、自然事象に対して、「とても好き」もしく
は「好き」と思っている理科担当教師を合わせると、
99.0％（区部100％、市部97.5％）と非常に高い。一
方、「嫌い」もしくは「とても嫌い」と思っている理科
担当教師は0％であることが分かった。

（2） 理科を指導することに対する意識
　中学校理科担当教師は理科を生徒に指導することに
対してどのように思っているのか確認をするために、
質問2として、「先生は理科を生徒に指導することは得
意とお考えですか。」と質問した。回答結果を表4に示す。

表4　中学校理科担当教師の理科指導に対する意識　（％）

地域 得意 やや得意 どちらでもない やや苦手 苦手

区部 12.5 62.5 21.4 3.6 0

市部 7.5 42.5 40.0 10.0 0

総合 10.4 54.2 29.2 6.3 0

その結果、理科を指導することについて「得意」も
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しくは「やや得意」と思っている教師は64.6％（区部
75.0％、市部50.0％）であり、「やや苦手」と思ってい
る教師は、6.3％であることが分かった。そして、「ど
ちらでもない」と思っている教師は29.2％である。
　以上から、中学校理科担当教師の64.6％が、理科を
指導することに対して「得意」もしくは「やや得意」
と思っている実態が把握できた。しかし、上記3（1）
で記した自然事象に対して「好き」と思っている教師
が99.0％であるのと比べると、概ね3分の2に減ってい
ることが分かる。つまり、中学校理科担当教師は、自
然事象そのものは好きだが、理科を指導することにつ
いてはあまり得意とは意識していない実態が明らかに
なった。特に、理科担当教師でありながら、「やや苦
手」と思っている教師が6.3％（特に、東京都の市部で
は10.0％）であることは大きな課題であると言える。

4　中学校における野外自然体験学習の実施状況

（1）野外自然体験学習の実施率
　中学校において学校外での野外自然体験学習がどの
程度実施されているのか確認をするために、質問3と
して、「理科などの授業時間内や遠足・移動教室時など
において、学校を離れて野外で自然事象を直接観察さ
せること（以下「学校外での野外自然体験学習」と記
します。）を行っている学校があります。そこで、貴校
では、今年度、学校外での野外自然体験学習を既に実
施しましたか、もしくは実施する予定ですか。」と質問
した。回答結果を表5に示す。

表5　野外自然体験学習の実施状況（％）

地　域 実施する 実施しない

区　部 21.4 78.6

市　部 27.5 72.5

総　合 24.0 76.0

　その結果、東京都の区部では21.4％（56校中の12
校）が、市部では27.5％（40校中の11校）の中学校が、
2011年11月現在、2011年度に学校外での野外自然体験
学習を既に実施したか、もしくは2011年度中に実施す
る予定であることが分かった。ただし、調査の回収率
が48.0％であることを考えると、学校外での野外自然
体験学習の実施率の実態は、表5の結果よりもさらに
低くなることが推察できる。

（2）教育課程（年間行事計画等）への位置付け
　中学校では、日常の理科などの授業のとき、そして
移動教室などの宿泊行事のときに野外自然体験学習を
実施していることが分かったが、中学校の教育課程
（年間行事計画等）に位置付けられ、計画的に実施さ

れているのか確認を行った。質問4として、「質問3で
『はい』と回答された学校にお伺いします。学校外での
野外自然体験学習は、学校の教育課程（年間行事計画
等）に位置付けられていますか。」と質問した。回答結
果を表6に示す。

表6　�野外自然体験学習の教育課程（年間行事計画等）へ
の位置付けの有無（％）

地　域 有 無

区　部 41.7 58.3

市　部 72.7 27.3

総　合 56.5 43.5

　その結果、学校外での野外自然体験学習を実施して
いる中学校の内、56.5％の中学校で教育課程（年間行
事計画等）に位置付けられていることが分かった。
　東京都の市部においては、2011年度に学校外での野
外自然体験学習を既に実施したか、もしくは2011年度
中に実施する予定である学校は40校中の11校であり、
その内の8校（72.7％）で教育課程（年間行事計画等）
に位置付けられている。
　一方、東京都の区部の中学校においては、2011年度
に学校外での野外自然体験学習を既に実施したか、も
しくは2011年度中に実施する予定である学校は56校中
の12校であり、そのうちの5校（41.7％）で教育課程
（年間行事計画等）に位置付けられている。
　このことから、学校外での野外自然体験学習を既に
実施したか、もしくは実施する予定である学校では、
区部よりも市部の学校の方が、よりしっかりと学校の
教育課程（年間行事計画等）に位置付けて実施してい
ると捉えることができる。
　なお、筆者が先に調べた東京都並びに神奈川県の公
立小学校における学校外での野外自然体験学習の教育
課程（年間行事計画等）への位置付けが、実施してい
ない学校も含め小学校全体の67.0％の学校で位置付け
られている実態がある4）。小学校と比較しても、中学
校の比率が極端に低いことも明らかとなった。

（3）野外自然体験学習の実施規模
　中学校における学校外での野外自然体験学習には、
一度に何人程度の生徒を引率し、指導しているのか確
認をするために、質問5として、「質問3で『はい』と
回答された学校にお伺いします。学校外での野外自然
体験学習は、どのような規模で実施されていますか。
また、一度に参加した生徒の人数はおよそ何人ぐらい
でしたか。（複数回答可）」と質問した。回答結果を表
7に示す。
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表7　野外自然体験学習の実施規模（％）

地　域 学級
規模

学年
規 模

全校
規模

部活
動 等

参加生徒の平均人数
（最小～最大人数）

区　部 25.0 66.7 8.3 0 103人（30～216人）

市　部 27.3 63.6 0 9.1 100人（70～130人）

総　合 26.1 65.2 4.3 4.3 102人（30～216人）

　その結果、学校外での野外自然体験学習の実施規模
は、学年規模での実施が最も多く、65.2％である。次に
学級規模での実施（26.1％）であり、部活動等（4.3％）、
全校規模での実施（4.3％）は少なかった。
　そして、一度に参加した生徒の平均人数は、102人
である。一度に参加した生徒の最大人数は、区部216
人、市部130人となっている。この参加生徒の平均人
数102人を見ても、学年規模で多く実施されているこ
とが確認できる。

（4）野外自然体験学習の引率体制と指導形態
　中学校における学校外での野外自然体験学習を実施
する際の、教師の引率体制や指導形態がどのように
なっているのか確認をするために、質問6として、「質
問3で『はい』と回答された学校にお伺いします。①．
学校外での野外自然体験学習を実施する際の引率者と
およその人数をお教えください。また、②．学校外で
の野外自然体験学習の指導を行う際の指導者とその形
態はどうでしたか。（複数回答可）」と質問した。回答
結果を表8に示す。

表8　野外自然体験学習の引率体制と指導形態

地　域
引率体制 指導形態（％）

管理職 教職員 支援者 A B C D E

区　部 0.6人 4.5人 2/12校 58.4 8.3 25.0 8.3 0

市　部 0.5人 3.8人 3/11校 63.6 0 9.1 27.3 0

総　合 0.6人 4.2人 5/23校 60.9 4.3 17.4 17.4 0

A　教師がすべて指導した。
B　教師が主に指導し、専門家が指導の補助を行った。
C　専門家が主に指導し、教師が指導の補助を行った。
D　専門家の方にすべて指導してもらった。
E　�その他（引率補助を依頼した学生ボランティア等
の支援者に指導に加わってもらった）

①　野外自然体験学習の引率体制
　学校外での野外自然体験学習を実施する際の引率者
と人数は、管理職や教職員を合計すると、平均4.8人
であることが分かった。ところで、表7に示した通り、
一度に参加した生徒の平均人数は、102人である。こ
のことから、中学校の教職員1人が引率している生徒
数は、平均21.3人（区部19.8人、市部22.7人）である

ことが分かる。
　なお、遠足や修学旅行などでの引率教職員数につい
て文部省（1968）5）は、必要にして十分な数としている
が、各教育委員会の学校管理運営規則などによると、
遠足や修学旅行などの引率教職員数は、生徒30人に対
して1人を下ってはならないとしているところが多い。
教職員1人が引率する生徒の人数という点では、東京
都の区部と市部では大きな違いは見られない。
　また、その他、引率の補助者として、学生ボランティ
ア等の支援者に依頼している実態も把握することがで
きた。支援者に依頼している学校は、野外自然体験学
習を実施している23校中5校である。なお、野外自然
体験学習に生徒を連れ出す際の安全面を考慮すると、
教職員のみならず、学生ボランティア等の支援者の協
力を得ていくことが一層重要になるものと考える。
②　野外自然体験学習の指導形態
　学校外での野外自然体験学習を実施する際の指導者
とその形態は、「教師がすべて指導した」が60.9％と最
も多い。続いて、「専門家が主に指導し、教師が指導
の補助を行った」17.4％、「専門家の方にすべて指導し
てもらった」17.4％であった。「教師が主に指導し、専
門家が指導の補助を行った」は4.3％と少なかった。な
お、｢その他（引率補助を依頼した学生ボランティア等
の支援者に指導に加わってもらった）｣は1校もなかっ
た。
　この調査結果から、学校外での野外自然体験学習を
行う際の指導形態は、教師がすべて指導する学校が多
い実態があることが分かった。さらに、専門家の方が
主に指導したり、指導の補助をしたりする指導形態を
とっている中学校も存在する実態（区部56校中7校、
市部40校中1校）が分かった。特に、東京都の区部の
7中学校で、専門家の方と教師とが連携・協力した指
導形態をとっていることは、教育効果、教師の指導力
向上を図る上から、特筆すべきことであると考える。
　つまり、筆者が先に報告したように、野外自然体験
学習の指導に専門家である学習支援者を依頼し、専門
家が指導の主体になり教師が指導の補助になる段階、
教師が指導の主体になり専門家が指導の補助になる段
階、そして教師だけで指導できる段階へと発展してい
くことにより、教師自身の野外自然体験学習の指導力
向上にも繋がっていくのである6）7）。このことからも、
区部が専門家である学習支援者と教師とが連携・協力
した指導形態をとっていることは、教師の指導力向上
にも繋がることであり、高く評価できる点であると考
える。
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5　�中学校理科担当教師の理科指導に対する意
識と野外自然体験学習の実施内容

　中学校理科担当教師はどのような理科の領域の指導
を得意と考えているのか、また、学校ではどのような
学校外での野外自然体験学習を実施しているのか、そ
して、その両者の間にはどのような関係があるのか、
次に確認を行った。

（1）教師が指導を得意と思っている理科の領域
　理科を指導するに当たり、中学校理科担当教師がど
の領域を得意と考えているのか確認をするために、質
問7として、「質問2で『得意』、もしくは『やや得意』
と回答された先生にお伺いします。先生は、理科の指
導内容の中で、どの領域を得意とされていますか。ま
た、今年度、学校外での野外自然体験学習は、どのよ
うな領域で実施されていますか。（複数回答可）」と質
問した。回答結果を表9に示す。
　その結果、中学校理科担当教師にとって、理科の指
導内容の中で得意と思っている領域は、「化学領域」が
最も多く、2位が「物理領域」であることが分かった。
一方、「天文領域」、「気象領域｣、｢地形・地質領域｣ に
ついては、指導を得意と考えている教師が少ないこと
も分かった。
　この化学、物理、動物に関する理科の指導を得意と
思っている理科担当教師の意識に比べ、地学（天文、
気象、地形・地質）に関する意識が低いと捉えること
ができる。

表9　�教師が指導を得意と思っている理科の領域と実施し
ている野外自然体験学習の領域 （％）

得意な理科
の領域 区部 市部

順位 実施して
いる領域 区部 市部

順位

化学 51.8 42.5 1位 植物 83.3 90.9 1位

物理 32.1 37.5 2位 動物 25.0 36.4 2位

動物 32.1 22.5 3位 地形･地質 25.0 27.3 3位

植物 30.4 15.0 4位 天文 8.3 9.1 5位

天文 19.6 15.0 5位 気象 0 27.3 4位

気象 19.6 12.5 6位 その他 8.3 0 6位

地形･地質 10.7 10.0 7位 物理 0 0 7位

その他 0 0 8位 化学 0 0 7位

　ただし、質問2の結果から、理科を指導することを
「得意」もしくは「やや得意」と思っている教師は64.6
％であった（表4）ことから考えると、さらに、これ
らの領域を得意と考える理科担当教師が大幅に減少す
ることが推察できる。特に、「地形・地質領域」の区部
が10.7％、市部が10.0％と、指導を得意と考える教師
が極端に少なく、大きな課題であると言える。

（2）野外自然体験学習の実施領域と実施内容
　2011年度、学校外での野外自然体験学習は、どのよ
うな領域で実施されたのか。回答結果を表9に示す。
　その結果、中学校において実施されている野外自然
体験学習の領域は、「植物領域」が最も高く（区部83.3％、
市部90.9％）1位である。続いて、2位が「動物領域」
（区部25.0％、市部36.4％）、3位が「地形・地質領域」
（区部25.0％、市部27.3％）である。一方、「天文領域」、
「気象領域」、「その他」は実施率が低く、「物理領域」、
「化学領域」については、実施されていない。
　ところで、2011年度現在、「地形・地質領域」の野
外自然体験学習を実施している中学校が、回答を寄せ
ていただいたすべての中学校の内、区部では56校中
3校（5.4％）、市部では40校中3校（7.5％）あること
が、今回の調査結果から明らかになった。このことは、
東京都公立中学校の地学領域における野外自然体験学
習の実施率が大きく低下してきている実態（1990年；
6.5％、1997年；0％ 2004年度；0％）8）9）とは異なり、
好転しているものと捉えることができる。

（3）教師の指導の得意領域と実施領域との関係
　中学校理科担当教師が指導を得意と思っている理科
の領域と、中学校において実施している野外自然体験
学習の領域とはどのような関係があるのだろうか。
　理科担当教師が指導を得意と思っている理科の領域
は、表9に示した通り、1位「化学領域」、2位「物理領
域」、3位「動物領域」、4位「植物領域」、5位「天文領
域」、6位「気象領域｣、そして7位 ｢地形・地質領域｣
の順である。また、実施している野外自然体験学習の
領域は、1位「植物領域」、2位「動物領域」、3位「地
形・地質領域」であった。一方、「天文領域」、「気象領
域」は実施率がきわめて低く、「物理領域」、「化学領
域」については実施していない結果であった。
　これらの結果を比較すると、教師が指導を得意と
思っている「化学領域」や「物理領域」では、野外自然
体験学習を実施していないという実態である。一方、
実施している野外自然体験学習の領域として、3位の
「地形・地質領域」は、教師が指導を得意と思っていな
い領域である。これらのように、教師が指導を得意と
思っている理科の領域と、実施している野外自然体験
学習の領域との間に整合性の関係は見出せない。
　しかし、「植物領域」、「動物領域」、「地形・地質領
域」での実施が多いのは、教室内の授業では理解のし
にくい学習を野外での直接観察を通して実施している
ものと考えられる。ところで、「化学領域」、「物理領
域」では野外自然体験学習を通して、自然の事物・現
象についての実感を伴った理解を図ることが困難なの
だろうか。河川や湖沼などの水質の学習、水力や風力
の発電のしくみの学習など、教師の一工夫で、実感を
伴った野外自然体験学習が実施できるものと考える。
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（4）指導形態と野外自然体験学習の実施領域との関係
　野外自然体験学習の指導形態（表8）と、野外自然
体験学習の実施領域（表9）との関係を表10にまとめ
た。

表10  指導形態と野外自然体験学習の実施領域との関係
� （4校以上に網掛けをしている）

指導形態 植物 動物 地質 気象 天文

教師がすべて学習指導 14校 4校 1校 3校 1校

教師が主に学習指導し、
専門家が学習指導補助 1校 1校 0校 0校 0校

専門家が主に学習指導し、
教師が学習指導補助 3校 1校 1校 0校 1校

専門家がすべて学習指導 2校 1校 4校 0校 0校

　その結果、「教師がすべて学習指導した」野外自然体
験学習の実施形態は、「植物領域」が14校と最も多く、
「動物領域」が4校となっている。
　また、「専門家の方にすべて学習指導してもらった」
野外自然体験学習の実施形態は、「地形・地質領域」が
4校と多く、次いで「植物領域」が2校である。
　一方、「教師が主に指導し、専門家が指導の補助を
行った」、「専門家が主に指導し、教師が指導の補助を
行った」野外自然体験学習の実施形態は、各領域とも
に0校～3校と少ない状態である。
　中学校において野外自然体験学習を実施する際、実
施率の高い「植物領域」や「動物領域」では教師自身
が直接学習指導していることが分かった。一方、教師
が指導を得意と思っていない「地形・地質領域」（表9）
では、専門家の方にすべて学習指導をしてもらうとい
う、言わば“人まかせ”の実態があることも分かった。

6　野外自然体験学習を実施する上での課題

　これまでに記してきた、中学校理科担当教師の自然
事象と理科の指導に対する意識の実態、中学校におけ
る野外自然体験学習の実施状況や実施内容から、以下
のような学校外での野外自然体験学習を実施する上で
の課題を見出すことができる。

（1） 自然事象に対する意識と指導に対する意識の開き
　中学校理科担当教師の64.6％が、理科を指導するこ
とに対して、「得意」もしくは「やや得意」と思ってい
る実態が把握できた。しかし、自然事象に対して「好
き」と思っている教師が99.0％であるのと比べると、
概ね3分の2に減っていることが分かる（表3、表4）。
この中学校理科担当教師が抱く「自然事象は好きだが、
生徒への指導はあまり得意ではない」という意識の開
きは、中学校の理科教育にとって大きな課題と捉える

ことができる。

（2）教職員1人が引率指導する生徒数の多さ
　東京都公立中学校の教職員1人が引率している生徒
数は、平均21.3人であることが分かった（表7、表8）。
また、その他、引率の補助者として、学生ボランティ
ア等の支援者に依頼している学校は、回答を寄せてい
ただいたすべての中学校96校中5校に留まっている実
態も明らかになった。
　この教職員1人が引率指導する生徒数の多さは、引
率時の安全面のみならず、生徒一人ひとりへの学習指
導が薄れることが懸念される。つまり、野外自然体験
学習のねらいである自然事象への実感を伴った直接体
験を通して感動や興味や関心を高め、学びを深めさせ
ていくという点で課題と捉えることができる。

（3）教師が指導を得意と思っている領域と関係なく実
施されている野外自然体験学習の実態

　中学校において実施している野外自然体験学習の領
域は「植物領域」、「動物領域」、「地形・地質領域」が
多いが、教師が指導を得意と思っている理科の領域は
「化学領域」、「物理領域」である（表9）。つまり、教師
が指導を得意と思っている領域とはあまり関係なく野
外自然体験学習が実施されているのである。特に、「地
形・地質領域」などの学習指導については、教師は得
意な領域ではない。そのため、専門家の方にすべて学
習指導をしてもらうという実態もある（表10）。
　こうした教師の得意ではない領域で、教師が直接学
習指導したり、専門家への“人まかせ”の学習指導を
してもらったりしているということは、生徒への教育
効果、並びに教師自身の指導力向上という点で課題と
捉えることができる。
　一方、教師が指導を得意と思っている「化学領域」
や「物理領域」では、野外自然体験学習を実施してい
ない実態もある（表9）。この偏った野外自然体験学習
の実施は、生徒に広く自然事象に触れさせ、体験を通
して感動や興味や関心を高めていくという点でも課題
と捉えることができる。

（4）地域による学習の機会や指導形態の違い
　4（2）で記した、日常の理科などの授業のときに野
外自然体験学習が実施できている学校は、東京都の
区部では56校中6校（10.7％）、市部では40校中9校
（22.5％）である。
　また、中学校における、学校外での野外自然体験学
習を実施する際の指導者とその形態は、「教師がすべ
て指導した」が最も多い実態がある（表8）。さらに、専
門家の方に指導に加わってもらい、専門家の方が主に
指導したり、指導の補助をしたりする指導形態をとっ
ている中学校もあり、専門家の方と教師とが連携・協
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力した指導形態をとっている実態も明らかになった。
特に、東京都の区部では専門家の方との連携・協力の
指導形態をとっている中学校が56校中7校（12.5％）と
多いのに対して、東京都の市部では40校中1校（2.5％）
に留まっている。
　これら地域によって学習の機会や指導形態に違いが
あることは、指導内容を深め、教師の指導力を向上さ
せていく点からも課題と捉えることができる。

7　�中学校理科カリキュラムの発展に向けて�
－野外自然体験学習推進への提言－

　中学校教育における野外自然体験学習の一層の推進
を図り、中学校理科カリキュラムの発展に向けた、中
学校、教育委員会、そして中学校理科教諭養成課程を
有する大学等のそれぞれが取り組むべきことについて
提言を行う。

（1）理科指導に対する得意な領域を増やし、教師の自
信を向上させる ・・・【課題（1）、課題（3）への
対応】
　中学校理科担当教師は、「自然事象は好きだが、生
徒への指導はあまり得意ではない」という意識があ
る。これを解消するためには、中学校教諭養成課程に
おける「理科指導法」等の授業を改善していくことが
必要である。つまり、中学校学習指導要領「理科」の
目標である「自然の事物・現象に進んでかかわり、目
的意識をもって観察、実験などを行い、科学的に探究
する能力の基礎と態度を育てるとともに自然の事物・
現象についての理解を深め、科学的な見方や考え方を
養う。」ことのできる、学習指導内容や学習指導方法
を学生自身に考えさせ、学習指導計画や教材や教具を
学生自身に作成させるなど、模擬授業の機会を一層増
大し、実践的指導力を高めていくことが重要である10）。
さらに、「理科」等の授業において野外自然体験学習や
観察・実験を一層多く取り入れていくことも重要である。
　また、中学校理科担当教師自らが理科の指導力を向
上させるための努力を日頃からしていくことが最も大
切なことではあるが、その機会として、観察・実験を
伴う理科授業の校内研修会を活性化させたり、教育委
員会や大学主催の理科指導に関する研修会や講習会を
充実させたりするなど、理科指導に対する得意な領域
を増やし、教師としての自信を向上させていくことが
急務である。

（2）教職員の人員増加と引率補助者を確保する
� ・・・【課題（2）への対応】
　野外自然体験学習をさせる場合、教職員1人が引率
指導する生徒数が多くなっている。これを解消するた
めには、次の①～③のようなことを行っていくことが

必要であると考える。
①�．教職員を増やすということになるが、各中学校だ
けでできるものではなく、法の改正や行政の経済的
支援がなければできないことである。広く確かな自
然事象に触れ合い、より豊かな心をもった生徒の育
成のために、行政側は教職員の人員増加に向けた取
り組みが急務であると考える。
②�．今回の調査の中でも学生ボランティア等の支援者
に依頼（96校中5校）するなど、野外自然体験学習
を実施する際の引率の補助をしてもらっている中学
校がある（表8）。このように、中学校側も学生の教
育ボランティア活動等を依頼したい思いは多くある
ものと考えるが、学生を派遣する大学側と中学校側
との連携上の課題や、大学側の授業が多いためにボ
ランティアとして中学校等に行く時間が取れないな
ど、大学のカリキュラム上の課題があるものと考え
る。小学校や中学校などの教師を目指す学生を中学
校等に教育ボランティア活動として行かせ、教育実
践の中で将来の教師としての資質能力を高めていく
ことは重要である。大学側においてはカリキュラム
を見直し、教育ボランティア活動をカリキュラムに
位置付け、正規の授業として単位化できるように改
善していくことが必要であると考える。なお、学生
の学外体験活動の実施を保障できるように、平日の
1曜日の1日もしくは半日を授業の時間割から外して
おくこともカリキュラムを編成していく上で重要な
ことである。
③�．ボランティアとは言え保険への加入や交通費や報
償費を確保するという教育行政上の課題などがあ
る。こうした課題を中学校、教育委員会、大学がとも
に改善をしていくことが野外自然体験学習を実施す
る際の安全面確保には必要不可欠であると考える。

（3）教師の指導力向上と、専門家の学習支援者を活用
した野外自然体験学習を実施する
� ・・・【課題（1）、課題（3）、課題（4）への対応】
　中学校教育における野外自然体験学習を推進してい
くためには、教師が指導を得意と考えている化学、物
理などの領域をさらに拡大し、広く確かな自然事象を
生徒に捉えさせていくことが重要である。そのために
も中学校理科担当教師の指導力向上が急務である。校
内研修会を通して教師同士で指導力を高め合うのも一
つの方法ではあるが、博物館の学芸員の方、中学校や
高等学校を退職された理科の元教師、地域で様々な自
然事象に精通されている方、そして大学教師等の専門
家の方を「学習支援者」として野外自然体験学習の際に
講師として招き、指導力を向上させていくことも可能
である。つまり、教師も専門家の「学習支援者」と関
わりながら、例えば、①．専門家が主に指導し、教師
が指導の補助を行ったり、②．教師が主に指導し、専



宮下 治

― 8 ―

門家が指導の補助を行ったりしていく中で、徐々に指
導力を向上させていくことが可能であると考える11）。
　生徒への学習効果のみならず、教師の指導力を向上
させることのできる専門家による「学習支援者」との
連携・協力した指導を中学校の野外自然体験学習の中
でも実施していくことが重要と考える。

8　�カリキュラムマネジメントの方法を生かし、
野外自然体験学習のさらなる推進を図る

　上記6において、東京都公立中学校の実態調査結果
に基づき、野外自然体験学習を実施する上での3つの
課題を提示した。また、上記7において、課題改善を
図り、野外自然体験学習を一層推進していくための具
体的な3つの方策について記した。ただし、課題と改
善策はこれらに留まるものではないと考える。では、
どのように課題と改善策を探っていけばよいのか。
　中学校教育における野外自然体験学習の実施は、理
科担当教師の考え方や意欲などによって大きく異なっ
てくる。意欲のある教師が担当したとしても、入学す
る生徒は毎年変わる。校長をはじめとする学校内の教
員組織、教育計画、予算額なども変わる。そして生徒
の科学への興味・関心も変わる。こうした生徒の実態、
保護者や地域社会の実態、そして、学校の教育目標の
具現化に繋がっているのかなど、毎年毎年、いや、活
動ごとにしっかりと評価をし、活動内容や活動方法な
どを見直していくことが、野外自然体験学習をさらに
推進していく上で重要になってくるものと考える。
　野外自然体験学習の実施を含め、理科カリキュラム
を評価し、改善していく際に有効な手法の一つに、田
村（2011）の「カリキュラムマネジメント・モデル」
がある12）。図1にカリキュラムマネジメント・モデルを
示す。
　まず、カリキュラムマネジメントとは何か。端的に
言えば、各学校が、学校の教育目標をよりよく達成す

るために、組織としてカリキュラムを創り、動かし、
変えていく、継続的かつ発展的な課題解決の営みであ
る。カリキュラム（教育計画及び日々の授業、それら
の評価・改善）を通して行う学校づくりと言ってもよ
い。ここで言う「学校づくり」を「理科カリキュラム
づくり」と読み替えてみることができる。
　では、理科カリキュラムづくりにおけるカリキュラ
ムマネジメントのポイントは何か。①「どこの中学校
の理科カリキュラムにも課題はある」と考えるところ
からカリキュラムマネジメントははじまる。② 学校
によって理科カリキュラムの課題は違う。③「理科カ
リキュラムの特色」は課題解決の過程で生まれる。と
いうことである。
　各中学校は、理科授業のときや移動教室などのとき
に野外自然体験学習を実施していたり、もしくは実施
していなかったりという現状にある。そうした、各中
学校の理科カリキュラムの現状について、カリキュラ
ムマネジメント・モデルに従い分析を行っていけばよ
い。この分析の手法は、理科の授業だけを評価するの
ではなく、学校全体を評価する中で、現状と改善策を
見出していくというものである。
　野外自然体験学習などを含んだ理科カリキュラムに
おいて、観察や実験、年間指導計画などを、図1の「ア．
教育目標の具現化」、「イ．カリキュラムのPDCA」、
「ウ．組織構造」、「エ．組織文化」、「オ．リーダシッ
プ」、「カ．家庭・地域社会等」、「キ．教育課程行政」の
各レベルにおいて評価し、成果と課題を発見していく
ことが重要である。成果はさらに伸ばし、課題は一歩
でも改善していくために課題解決の具体的な方策を見
出していくことが、野外自然体験学習の実施に導き、
生徒を理科好きにしていく、よりよい理科カリキュラ
ムを構築していくことになるものと考える。
　何のために、野外自然体験学習を実施するのか。理
科の授業を実施するのか。学校の教育目標の具現化に
結び付くものでなければならない。その上で、図1の
中で最も重要なのが、「オ．リーダーシップ」である。
校長、副校長、教務主任、理科主任などの働きは重要
である。なお、よりよい理科カリキュラムを構築して
いくために、カリキュラムマネジメント・モデルに従
い、評価をしていくことが一つの手法ではあるが、理
科担当教師だけが行うのではなく、校長などの管理職
や他の教師を交え、学校全体として分析し、活動を改
善していくことがよりよい野外自然体験学習を実施し
ていく上で重要であることを付け加える。
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